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Abstract 
 
   The authors have been developing the hybrid steel beam ends jacketed by reinforced concrete (RC) connected to RC columns.  Some of 
the outstanding features are the versatile combination of RC and steel frames in a building for structural design because of conventional RC 
joints, and the higher stiffness in the vertical floor system and in the earthquake resistant lateral system of buildings.  In order to confirm the 
hybrid RC beam-column joints can be conventionally designed as RC structures, this paper describes the experimental studies on the shear 
strength of the RC hybrid beam-column joints.  As results, it  was confirmed that the hybrid RC beam-column joints showed a relatively 
small increase in  she ar st rength b y 5-6% higher than th e conv entional RC beam-column join t.  The sh ear str ength of th e hybrid R C 
beam-column joints also show ed a good agreement with the estimation of the “Inelastic Displacement Concept Design” published by the 
Architectural Institute of Japan, in spite of the outranged application as is often the case in the hybrid RC beam-column joints with the same 
size in beam and column widths. 
 

概    要 

 

著者らは、鉄筋コンクリート(RC)造柱と鉄骨(S)造梁で構成される混合構造において、S 造梁端部をRC 造で巻いた混合構造梁

構法を開発してきた。本構法のメリットは、柱梁接合部が通常のRC 造となることからRC 架構と S 架構の組合せの自由度が高

く、床剛性および水平剛性が高い建物を提供できることである。本報では、混合構造梁が取り付く RC 造柱梁接合部が通常の

RC として設計が可能であることを確認するために、十字形柱梁接合部のせん断破壊を想定した２種類の架構についてせん断耐

力確認実験を行なった。その結果、混合構造梁構法による柱梁接合部のせん断耐力は RC 造架構より若干大きくなること(柱せ

ん断力レベルで 5～6%の耐力上昇)を確認した。さらに、混合構造梁構法では梁端RC 造部の梁幅が柱幅と同じになる場合でも、

同幅を適用範囲外としている現行の靱性保証型耐震設計指針(1999-AIJ)１) によるせん断耐力評価式の適用可能であることを確

認した。 

 

 

§１．はじめに 
 

著者らは、鉄筋コンクリート(RC)造柱と鉄骨(S)造梁

で構成される混合構造において、S造梁端部をRC造で

巻いた混合構造梁構法(Hy-ECOS 構法：Hybrid 

Economical & Ecological Structure)を開発してきた

(図－１)２)～14)。本構法のメリットは、柱梁接合部が通

常の RC 造となることからRC 架構と S架構の親和性が

高く、床剛性および水平剛性が高い建物を提供できる

ことである。本報では、混合構造梁が取り付くRC造柱

梁接合部が、通常のRCとして設計が可能であることを

確認するために、十字形柱梁接合部のせん断破壊を想
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定した２種類の架構についてせん断耐力確認実験を行

ない、混合構造梁構法による柱梁接合部のせん断耐力

および変形性状が従来のRC造柱梁接合部と比べて遜色

ないことを確認する。また、「鉄筋コンクリート造建物

の靱性保証方耐震設計指針・同解説」１) (以下、靱性保

証型指針式と略記)では、柱梁接合部のせん断耐力評価

については梁幅が柱幅より小さいことを前提としてお

り、本構法による柱梁接合部では梁幅が柱幅と同じと

なることがあることから、適用対象外となる。そこで、

梁幅が柱幅と同じとなる場合の柱梁接合部のせん断耐

力および変形性状についても併せて検討する15)～20)。 

 

 

§２．実験概要 
 

２.１ 試験体 

試験体一覧および使用材料の力学的特性をそれぞれ

表－１、表－２に、各試験体の試験体配筋を図－２お

よび図－３にそれぞれ示す。 

表－１ 試験体一覧 

RC造架構

No.1 No.2 No.3

幅 Bb(mm)

せい Db(mm)

構造スパンL(mm)

長さ Lb (mm)

主 筋
7-D22
(SD390)

せん断補強筋
 □ D10@100
(KSS785)

集中補強筋

RC造梁
曲げ降伏先行

(柱と同等の補強筋を上下梁主筋間に配筋)

42

580

475

ｺﾝｸﾘｰﾄ強度 Fc(N/mm2)

柱梁接合部配筋

想定破壊形式

1000 (Lj=950mm)

7-D25 (SD390)

  D10@100 (KSS785)

      D10@100 (KSS785)

475

5000 (柱芯-加力点間距離:2500mm)

2500 (梁芯-反力点間距離:1250mm)

450

鉄 骨

混合構造梁構法架構試験体
形状寸法等

導入軸力 N(kN)

主 筋

構造階高 H(mm)

せい Dc(mm)

幅 Bc(mm)

接合部
せん断破壊

共
通

せん断補強筋    D10 (KSS785)

梁

柱

RC造部

BH-400×125×12×22
(SN490B)

0.15･Bc･Dc･σB

18-D25 (SD390)

2-

*1

*1 σB：接合部を含む柱のコンクリート圧縮強度（実験時）とする。
（ちなみに，No.1：N=1370kN，No.2：N=1320kN，No.3：N=1353kN）

表－２ 使用材料の力学的性状 

図－２ 試験体形状および配筋（No.1およびNo.2）
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ヤング係数

Ec(kN/mm2)

割裂強度

σt(N/mm2)
鋼 種 使用箇所

降伏強度

σy(N/mm2)

ヤング係数

Es(kN/mm2)
降伏ひずみ
εy(μ)
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試験体は、柱および梁の反曲点位置までをモデル化

した約 1/2 スケールの十字形柱梁接合部架構とし、混

合構造梁構法による柱梁接合部２体(No.1およびNo.2)、

RC造柱梁接合部１体(No.3)の計３体とした。いずれの

試験体でも直交梁は設けない。基本的なパラメータは

破壊モードとし、No.1 は RC 造梁の曲げ降伏先行型、

No.2 および No.3 は柱梁接合部のせん断破壊型となる

ように計画した。なお、No.1の試験体計画時において、

規格強度に基づく柱梁接合部のせん断余裕度(φ＝

0.85としてせん断耐力を算定)が1.07であったことか

ら、RC造梁の曲げ降伏後に接合部がせん断破壊するこ

とも想定範囲内である。 

各試験体のコンクリートは縦打ちとし、下柱と柱梁

接合部天端から 150mm までを含む梁のコンクリート打

設を行ない、約１週間後に上柱のコンクリート打設を

行なった。 

 

２.２ 加力方法 

加力装置を図－４に示す。加力は、上下柱の反曲点

を想定した位置に水平反力をとり、一定軸力(N＝0.15･

Bc･Dc･σB、Bc：柱幅、Dc：柱せい、σB：実験時コン

クリート圧縮強度)を載荷した状態で、梁の反曲点を想

定した位置に互いに逆向きの正負交番繰返し鉛直荷重

を与えることで、梁に逆対称曲げモーメントを作用さ

せ、左右梁の変形角を常に同じ変形角(＝R)となるよう

に制御した。加力サイクルは、地震時を想定し、架構

としての層間変形角 R(図－４参照)で制御し、R＝±

図－３ 試験体形状および配筋（No.3）

250

＋

―＋

―

せん断補強筋:
□S10@100
(KSS785)

梁主筋:7-D25(SD390)
(上下共)

47
5

2
90

0

250

2525 2525

2
00

20
0

RC造梁断面:475×580

450

コンクリート実圧縮強度：42MPa

せん断補強筋:
□S10@100
(KSS785)

1000
あき重ね継手(40d)

1000
あき重ね継手(40d)

塩ビパイプ：VPW･HIVPW30

柱主筋：18-D25(SD390)

せん断補強筋： S10@100(KSS785)

450

25002500

50

50

125125

50

50
5
0

5
0

5
@
7
5

5
5

3
40

5
5

5
80

6
5

6
5

155

475

85 85

【梁端RC造部断面】

No.3

柱断面:475×450

75 75

22752275

 上 面 図

 側 面 図

1
25

0
1
25

0

図－４ 加力装置 

図－５ 代表的な変位計測位置 
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0.25%で１回、R＝±0.5%、±1.0%、±1.5%、±2.0%で

それぞれ２回、R＝±3.0%で１回繰返した後、R＝＋5.0%

まで加力した。 

 

２.３ 計測計画 

柱梁接合部架構における各部位の変形状態を調べる

ために各部位の変位を計測する。図－５に代表的な変

位計測位置を示す。また、鉄筋および鋼材の応力状態

(降伏状況)を把握するためにひずみを計測する。図－

６に代表的なひずみゲージ位置を示す。 

 

 

§３．実験結果 
 

３.１ 柱せん断力と層間変形角関係 

各試験体の柱せん断力－層間変形角(Qc-R)関係を図

－７に示す。 

共通な破壊経過としては、R＝0.25%までに梁の危険

断面において曲げひび割れが発生し、柱梁接合部にせ

ん断ひび割れがR＝0.5%(変位計測から求められるせん

断変形角ではγ＝0.1%～0.17%に相当)あたりで観察さ

れた。その後、RC造梁にはせん断ひび割れがR＝1.0%(RC

造梁の変形角 RCθB’＝0.5%前後に相当)で発生した。そ

れ以降の破壊経過としては、次の通りである。 

No.1 では、R＝1.0%(RCθB’＝0.4%)近傍で柱梁接合部

内の梁主筋の１段目が降伏し始めたが、それ以降でも

耐力低下はみられず R＝2.0%(RCθB’＝0.7%)で全梁主筋

が降伏し、最大耐力に至った。それ以降では層間変形

角の増大に伴い、接合部のせん断ひび割れが顕著にな

り耐力低下がみられた。 

No.2 では、R＝1.5%(RCθB’＝0.6%)近傍で柱梁接合部

内の梁主筋の１段目が降伏し始め、R＝1.8%(RCθB’＝
0.7%)を超えたあたりで梁主筋のうち１段筋が降伏し、

R＝2.0%(RCθB’＝0.76%)で最大荷重に至った。なお、R

＝2.0%(γ＝1.0%)の繰返しサイクル内において接合部

のせん断補強筋の降伏を確認した。それ以降では層間

変形角の増大に伴い、接合部のせん断ひび割れが顕著

になり耐力低下がみられた。 

No.3では、R＝1.4%(RCθB’＝θB’＝0.6%)近傍で柱梁接

合部内の梁主筋の１段目が降伏し始め、R＝1.5%で最大

荷重に至った。その後、R＝2.0%(θB’＝0.7%)で梁主筋

のうち１段筋が降伏したが、それ以降は、接合部のせ

ん断ひび割れが顕著になり耐力低下も顕著であった。 

 

３.２ 各部位の変形成分比の推移 

柱梁接合部を構成している各部位の層間変形角に占

める変形成分比の推移を図－８に示す。なお、混合構

造梁構法による試験体(No.1およびNo.2)では、梁によ

図－６ 代表的なひずみ計測位置（No.1，No.2） 
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図－７ 柱せん断力－層間変形角関係（Qc－R）
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(6)MAX：最大荷重[Qc=515.8kN]

(7)BY1：梁主筋１段降伏[Qc=507.4kN]

(接合部)せん断強度計算値=500kN
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る変形角成分をさらにRC造梁と鉄骨梁に分離する。本

報では梁単体の部材変形角(θB’)が RC 造梁の変形角(RC

θB’)と鉄骨梁による変形角(SθB’)で構成されているも

のとする。参考までに梁単体の変形角と層間変形角と

の関係を図－９に示す。 

層間変形角は以下の式で構成されているものとする。 

R＝R<RC造梁>＋R<S造梁>＋R<柱>＋R<接合部> 

 ＝(1－u)･{ RCθB’＋SθB’}＋ 

(1－v)･θC’ ＋(1－u－v)･γ (1) 

ここで、u＝Dc／L(＝450/5000、Dc：柱せい、L：梁

構造スパン)、 v＝Db／H(＝580/2500、Db：RC 造梁せ

い、H：柱構造高さ)、 θC’：柱危険からの柱部材変形

角、γ：柱梁接合部のせん断変形角、とする。 

No.1およびNo.2の柱梁接合部の変形成分比は、R＝

2.0%までであればNo.3(RC造架構)ほど大きく進行して

いないことがわかる。No.1 では、梁の曲げ降伏が R＝

2.0%で確認されているものの、それ以降接合部破壊に

移行していることが確認できる。 

 

３.３ 梁端RC造部内のせん断伝達性状 

混合構造梁構法による架構を対象に梁端RC造部の上

端主筋(引張側主筋のうち中央位置の主筋)の応力度分

布を R＝0.5%、1.0%、2.0%について図－10 に示す。な

お、主筋の応力度は、応力－ひずみ関係を完全バイリ

ニアモデルに従うものとして求める。その結果、接合

部内の主筋の応力度分布も含めて、各試験体とも同様

な分布を示しており、顕著な差は認められなかった。

なお、主筋の応力度分布形状が上に凸であることや、

梁主筋先端部(集中補強筋位置)の引張応力度の負担状

況から判断すると、RC造部内のせん断耐力を構成して

いるマクロモデルにおけるトラスおよびアーチ機構の

水平成分として負担しており、鉄骨のフランジ幅内に

ある主筋でもRC造部内のせん断伝達機構に寄与してい

るものと判断できる。 

梁端RC造部内における鉄骨のせん断力分布を図－11

に示す。せん断力は次のような手順で計算する。鉄骨

図－８ 各部位の変形成分比の推移

図－９ 梁単体の変形角と層間変形角との関係
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L
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R<梁>＝(1-u){RCθB'＋SθB'}

* 柱および接合部を剛体

として評価

梁端RC造部・梁上端主筋(中央位置)の応力度分布（No.1）
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図－10 梁端RC造部における上端主筋の応力度分布（No.1およびNo.2） 
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ウェブの３軸ゲージによるひずみ計測よりせん断応力

度を計算し、対象断面内で３点のせん断応力度が得ら

れる場合は、パラボラ分布と仮定して鉄骨梁全せいhs

を積分区間とし計算し、１箇所だけの断面においては、

Qs＝0.85･hs･tw･τ(tw：ウェブ厚、τ：３軸ゲージよ

り計算されるせん断応力度)により計算する。 No.2で

は、柱梁接合部近傍(柱フェース側)のせん断力分布の

勾配がR=2.0%で No.1より大きくなっている。これより

判断すると、R=2.0%以降において、柱フェース近傍で

の鉄骨からのせん断伝達機構に多少の変化が生じたも

のと考えられ、No.2 のほうが鉄骨先端部(柱フェース

側)の支圧領域がより鉄骨先端部に集中しやすくなっ

ていくものと推測できる。 

 

 

§４．考 察 

 

４.１ 各部位の耐力評価 

各部位の耐力計算結果一覧を表－３に示す。また、

梁端RC造部の曲げ強度時柱せん断力と柱梁接合部せん

断強度の耐力評価結果をすでに図－７に示してある。

No.1においては、梁端RC造部の曲げ降伏強度には達し

ているものの、最終的には接合部破壊を示しているこ

とから、せん断余裕度(梁端 RC 造部の曲げ強度と接合

部強度が接近している)が影響しているものと考えら

れる。No.2およびNo.3においては、靱性保証型設計指

針１)による接合部せん断強度は、実験結果をよく表し

ていることがわかる。No.2 の最大荷重は No.3 より約

5%程度大きい結果となっていることから、混合構造梁

構法による柱梁接合部のせん断耐力は、純RC造の柱梁

接合部よりわずかに高くなることを示している。しか

しながら、この耐力上昇が有意義であるかどうかは議

論の余地があることから、安全率に含まれるものとし

て考えるのが妥当と思われる。 

 

４.２ 柱梁接合部のせん断余裕度と塑性率 

No.1における塑性率と柱梁接合部のせん断余裕度の

関係を表－４に示す。なお、柱梁接合部せん断余裕度

は、せん断強度時柱せん断力評価値(Qc<Vju>)を最大柱

せん断力実験値(Qc<max>)で除した値と定義し、塑性率

表－３ 各部位の耐力計算結果一覧

872 (908kN) 868 (904kN) 874 (910kN)

せん断強度
cQsu (kN)

(Rp=0%) (1121kN) (1111kN) (1126kN)

898 (935kN) 889 (926kN) 895 (932kN)

せん断強度
cQsu (kN)

(Rp=0%) (1176kN) (1157kN) (1170kN)

558 (491kN) 705 (620kN) 705 (620kN)

(Rp=0%) 448 (896kN) 435 (870kN) 1150 (2300kN)

(Rp=1%) 359 (718kN) 348 (696kN) 969 (1938kN)

(Rp=2%) 269 (538kN) 261 (522kN) 788 (1576kN)

388 (586kN) 388 (586kN)

466 (703kN) 466 (703kN)

860 (1720kN) 860 (1720kN)

2012 (514kN) 1963 (492kN) 1996 (500kN)

τjD<1.1F>

1.25τu

1.25τu/τjD

試験体

各部材の耐力
（）内：柱せん断力Qc換算値

No.3No.2No.1

混合構造梁構法架構

梁

柱

曲げ強度
cMu (kN･m)

曲げ強度
<RC>bMu (kN･m)

せん断強度
<RC>bQsu

(kN)

曲げ強度
cMu (kN･m)

接合部 梁通し筋
付着検定
τjD,τu

(N/mm2)

せん断強度 Vju (kN)

10.0

12.2

1.221.03

12.3

12.0

1.20

12.0

10.0

RC造架構

RC造

せん断強度 sQsu (kN)

曲げ強度 sMy (kN)

曲げ強度 sMp (kN)

下柱

上柱

S造

*1

*2

*3

*4

*5

*6

*7

*1 cMu＝0.8･at･σy･d＋0.5･N･Dc･{1－N/(σB･Bc･Dc)}。 柱せん断力換算値：Qc<cMu>＝

  cMu/ho。at：引張鉄筋断面積，σy：主筋降伏強度，d：有効せい，N：軸力，

  ho：柱反力点と対象断面までの距離，とする。

*2 cQsu：靱性保証型設計指針１）によるせん断強度。

*3 bMu＝0.9･at･σy･d

*4 bQsu：混合構造梁構法の設計式14)による梁端RC造部のせん断強度。

  ただし，Rp：当該部の塑性回転角とする。柱せん断力換算値：Qc<bQsu>＝

  (L/H)･(Lj/Lo)･bQsu。L：梁構造スパン，H：構造階高，Lj：梁端RC造部有効長さ，

  Lo：梁加力点から柱フェースまでの距離，とする。

*5 sQsu＝0.85･h･tw･wσy/√3。ただし，h：梁鉄骨せい，tw：鉄骨ウェブの厚さ，

  wσy：鉄骨ウェブの降伏強度，とする。

  柱せん断力換算値：Qc<sQsu>＝(L/H)･{Lj/(Lo-Lj)}･sQsu。

*6 Vju：靱性保証型設計指針１）による柱梁接合部せん断強度[＝κφFj･bj･Dj]。

  だだし，κ＝1.0，φ＝0.85，コンクリートせん断強度Fj＝0.8･{σB<N/mm2>}0.7＝10.8～

  11.1N/mm2，bj：接合部有効幅[＝Bc]，Dj：接合部せい[＝Dc]，とする。

  なお，柱せん断力換算値： Qc<Vju>=Vju/{(1-u)H/jb-1}，u：柱幅に対する梁構造スパン比，

  jb：梁断面における応力中心間距離，とする。

*7 τjD：設計用付着応力度[＝(1+γ)･σyu･db/4Dc]，1.25τu：接合部内梁主筋の付着強度

  [緩和規定＝1.25×0.7(1+σo/σB)･σB(2/3)]，γ：複筋比，σyu：上限強度(=1.1Fと仮定)，

  db：梁主筋公称直径，σo/σB：軸力比，とする。

図－11 梁端RC造部内の梁鉄骨のせん断力分布（No.1およびNo.2） 
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については、柱せん断力が0.95･Qc<max>まで低下した

ときの層間変形角(R95)を梁端 RC 造部の曲げ降伏変形

角実験値(Ry)で除した値と定義する。通常のRC造梁柱

接合部において、梁の曲げ降伏後に接合部せん断破壊

を示した既往の実験結果１)とあわせて、せん断余裕度

と塑性率の関係を図－12に示す。 

混合構造梁構法による柱梁接合部では、わずかな耐

力上昇を示すことから、No.1における破壊モードが、

混合構造梁構法特有なことではなく、梁幅が柱幅と同

等であることがその要因のひとつであると判断できる。

同図によると、No.1の接合部せん断余裕度と塑性率の

関係は、既往の実験結果の傾向よりも塑性率が小さい。

したがって、これは、架構形式にかかわらず，梁幅と

柱幅が同等となる柱梁接合部の場合には、通常の柱梁

接合部よりもさらにせん断余裕度を高く設定する必要

があることを示している。 

 

 

§５．まとめ 

 

混合構造梁が取り付くRC造柱梁接合部が、通常のRC

として設計が可能であることを確認するために、十字

形柱梁接合部のせん断破壊を想定した２種類の架構に

ついてせん断耐力確認実験を行なった。その結果、以

下の知見が得られた。 

(1)混合構造梁構法による柱梁接合部のせん断耐力は、

通常の RC 造柱梁接合部と遜色はなく、逆にわずか

な上昇(5%程度)を示すが、安全率に含まれるものと

して考えるのが妥当である。 

(2)梁と柱が同幅となっている場合でも、混合構造梁構

法による柱梁接合部のせん断耐力は、同幅の適用が

範囲外となっている「鉄筋コンクリート造建物の靱

性保証方耐震設計指針・同解説」１)の柱梁接合部の

せん断強度式により評価できる。 

(3)架構形式にかかわらず，梁と柱が同幅となる RC 造

柱梁接合部の場合には、十分な塑性率を確保するた

めに、通常の柱梁接合部よりもさらにせん断余裕度

を高く設定する必要がある。 

 

接合部せん断強度時
柱せん断力

Qc<Vju>
(kN)

514.0

最大柱せん断力
実験値

Qc<Vmax>
(kN)

490.3

465.8

梁端RC造部
曲げ降伏時変形角

Ry (%) 1.97

0.95Qc<max>時
変形角

R95 (%) 2.66

せん断余裕度
(Vju/Vmax)

α 1.10

塑性率 R95/Ry 1.35

0.95・Qc<Vmax> (kN)

表－４ 接合部せん断余裕度と塑性率

図－12 既往の実験結果におけるせん断余裕度と 

    塑性率の関係と今回の実験結果との比較 
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